
静岡市第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、安心して子育てができる環境を整備するため、第２子以降の障害児が児童

発達支援等を利用した際の利用者負担額を無償とする事業に対して、予算の範囲内において

補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成15年静岡

市規則第44号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）児童発達支援等 児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第６条の２

の２第１項に規定する障害児通所支援のうち児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪

問型児童発達支援及び保育所等訪問支援のことをいう。 

（２）障害児通所給付費等 法第21条の５の３第１項に規定する障害児通所給付費又は法第21

条の５の４第１項に規定する特例障害児通所給付費のことをいう。 

（３）利用者負担額 法第21条の５の３第２項第２号に規定する額又は法第21条の５の４第３

項に規定する当該通所給付決定保護者の家計の負担能力その他の事情を斟酌して政令で定

める額のことをいう。 

（４）児童発達支援等事業者 法第21条の５の３第１項に規定する都道府県知事、指定都市市

長若しくは中核市市長が指定する児童発達支援等事業を行う者又は医療型児童発達支援セ

ンター又は独立行政法人国立病院機構若しくは国立研究開発法人国立精神・神経医療研究

センターの設置する医療機関であって厚生労働大臣が指定する者のことをいう。 

（５）通所受給者証 法第21条の５の７第９項に規定する通所受給者証のことをいう。 

（６）障害児 法第４条第２項に規定する障害児のことをいう。 

（７）通所給付決定保護者 第21条の５の５第１項に規定する通所給付決定に係る障害児の保

護者のことをいう。 

（８）対象児童 市内に住所を有するものであって、扶養義務者の児童、当該扶養義務者の児

童であった者及び当該扶養義務者又はその配偶者の直系卑属（当該扶養義務者の児童及び

当該扶養義務者の児童であった者を除く。）（当該扶養義務者と生計を一にする者に限る。）

が２人以上いる扶養義務者であって、当該扶養義務者及び当該扶養義務者と同一の世帯に

属する者（最年長者である者を除く。）であって、出生から満３歳に到達した日以後最初

の４月１日に達する日までの者 

 （補助対象者） 



第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、児童発達支援等事

業者とする。 

 （補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、対象児童の通所給

付決定保護者が障害児施設給付費等の支給を受けた場合であって、当該通所給付決定保護者

が負担すべき利用者負担額を無償とする事業で、市長が必要があると認めるものとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次条第３項に規定する確認証の有効期間において対象児童が提供を受

けた児童発達支援等に係る障害児通所給付費等の支給を通所給付決定保護者が受けた場合で

あって、利用者負担額に相当する額の範囲内において市長が定める額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同一の通所給付決定保護者で、同一月に対象児童以外の障害児

が法第６条の２の２に規定する障害児通所支援を利用したこと等により、法第21条の５の12

に規定する高額障害児通所給付費の支給の対象となったものの補助金の額は、対象児童の障

害児通所給付費等に係る高額障害児通所給付費を前項の額から差し引いた額とする。 

 （対象児童確認の申請） 

第６条 児童発達支援等事業者から補助事業を受けようとする対象児童の通所給付決定保護者

は、第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化対象確認申請書（様式第１号）を

提出し、対象児童であることの確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請は、対象児童に係る通所受給者証を提示して行うものとする。 

３ 市長は、第１項の申請書の提出があったときは、速やかに調査決定し、第２子以降障害児

児童発達支援等利用者負担額無償化対象承認（不承認）通知書（様式第２号）により通知す

るとともに、対象児童であると確認したときは、第２子以降障害児児童発達支援等利用者負

担額無償化対象児童確認証（様式第３号。以下「確認証」という。）を併せて交付するもの

とする。

 （確認証の提示） 

第７条 確認証の交付を受けた者（以下「交付済者」という。）は、児童発達支援等を利用す

る際、補助対象者に対して確認証を提示しなければならない。 

 （確認証の有効期間） 

第８条 確認証は、原則、申請を受け付けた日の属する月の初日から有効とする。ただし、通

所受給者証の通所給付決定の有効期間の始期が同日よりも遅い場合は、当該始期の日からと

する。 



２ 確認証の有効期限は、対象児童が満３歳に達した日以後最初の３月31日までとする。 

 （確認証の再交付） 

第９条 交付済者は、交付された確認証を紛失し、又は破損した場合には、確認証の再交付を

市長に申請することができる。 

２ 第６条第２項の規定は、前項の規定による申請について準用する。 

 （住所等の変更） 

第10条 交付済者は、その住所又は氏名を変更したときは、速やかに市長に届出をしなければ

ならない。 

２ 第６条第２項の規定は、前項の届出について準用する。 

 （確認証の返還） 

第11条 交付済者は、次の事由が生じたときは、遅滞なく、確認証を市長に返還しなければな

らない。 

（１）確認証の有効期限に至ったとき。 

（２）対象児童でなくなったとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、確認証を必要としなくなったとき。 

２ 市長は、交付済者が次の各号のいずれかに該当する場合は、確認証を返還させることがで

きる。 

（１）確認証を他人に譲渡し、又は貸与したとき。 

（２）虚偽の届出その他不正な行為があったとき。 

 （交付の申請等） 

第12条 補助金の交付の申請をしようとする者は、児童発達支援等のサービスを提供した月ご

とに実施した補助事業につき第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化補助金交

付申請書兼実績報告書（様式第４号）により、次に掲げる書類を添付して、当該サービスを

提供した月の翌月10日までに市長に申請するものとする。 

（１）利用者負担額を決定した内容が分かる書類 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

２ 前項の規定による申請をした者は、障害児通所給付費等の請求内容を必要に応じて確認す

ることに同意したものとする。 

 （交付の決定及び確定等） 

第13条 市長は、前条第１項の規定による申請があった場合は、法令、予算等に照らしてその

内容を審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、補助金の交付を決定し、及



び補助金の額を確定したときは、第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化補助

金交付決定兼交付額確定通知書（様式第５号）により、当該申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、申請者が規則第５条の２各号のいずれかに該当する場

合は、補助金の交付の決定をしない。 

 （交付の条件） 

第14条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、規則第６

条第１号から第３号までに定めるもののほか、次に掲げる条件を付すものとする。 

（１）補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿

及び書類を補助金の交付を受けた年度の終了後５年間保管しなければならないこと。 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項を遵守すること。 

 （請求） 

第15条 第13条第１項の規定による通知を受けた者は、当該通知を受けた日から起算して10日

以内に請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

 （雑則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  



様式第１号（第６条関係） 

第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化対象確認申請書 

フリガナ  受給者証番号  

対象児童  

生年月日   年 月 日生 

住所  

（宛先）静岡市長 

第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化対象の確認を申請します。 

年  月  日 

 住  所   

申出者 氏  名   

 電話番号   

  （対象児童との関係： ）

調査の同意について 

同意書 

 第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化対象確認証の交付に関し、私の世帯員等の税情報、

住民基本台帳等の調査に同意します。 

年  月  日 申請者（保護者）住所

 申請者（保護者）氏名

世帯員氏名  世帯員氏名  

世帯員氏名  世帯員氏名  



様式第２号（第６条関係）

第  号

年  月  日

        様

静岡市長 氏  名 印

第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化対象承認（不承認）通知書 

 先に申請のありました、第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化対象確認申請

については、次のとおり決定しましたので通知します。 

対象児童 受給者証番号

決

定

区

分

承

認

適 用 年 月 日

有 効 期 間

確 認 番 号

（承認内容）

不

承

認

理由 



様式第３号（第６条関係）

第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化対象児童確認証

交付年月日    年 月 日

確 認 番 号

受

給

者

住 所

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

受 給 者 番 号

適 用 年 月 日

有 効 期 限

発行機関名および印 静岡市長 氏 名 印

（注意事項）

１ 次のサービスを受けるときは、必ず事前に、この確認証を事業者に提示してください。対

象となるサービスは、児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援及び保

育所等訪問支援です。

２ 児童発達支援等の受給資格がなくなったとき、対象児童の要件に該当しなくなったとき、

対象児童確認証の有効期限に至ったときには、遅滞なく、この証を市に返してください。ま

た、転出の届出をする際には、この証を返してください。

３ この証に記載の内容に変更があったときは、14日以内に、この証を添えて、市にその旨を

届出てください。

４ 不正にこの証を使用した者は、刑法により詐欺罪として懲役の処分を受けます。



様式第４号（第12条関係）

第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化補助金交付申請書兼実績報告書

年 月 日 

  （宛先）静岡市長

申請者

住所
法人にあっては、その主

たる事務所の所在地

氏名
法人にあっては、その名

称及び代表者の氏名

電話番号

補助金の交付を受けたいので、第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化補助

金交付要綱第12条第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１ 交付申請額

２ 事業の概要

３ 添付書類

（１）利用者負担額を決定した内容がわかる書類 

（２）市長が必要があると認める書類 



様式第５号（第13条関係） 

第   号  

年 月 日  

          様 

静岡市長 氏   名 印  

第２子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化補助金交付決定兼交付額確定通知書 

年 月 日付けで申請のあった補助金の交付については、第２子以降障害児児童発達

支援等利用者負担額無償化補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第13条の規定により、

次のとおり決定したので、通知します。 

１ 交付決定額          円 

２ 交付確定額          円 

３ 交付の条件 

（１）補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳

簿及び書類を補助金の交付を受けた年度の終了後５年間保管しなければならないこと。 

（２）（１）に掲げるもののほか、静岡市補助金等交付規則（平成15年度静岡市規則第44号）、

要綱及び市長が必要があると認める事項を遵守すること。 



様式第６号（第15条関係） 

請求書 

                                   年 月 日 

（宛先）静岡市長 

住所
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

請求者 氏名
法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名

電話番号

年 月 日付け   第   号により交付の確定を受けた補助金について、第２

子以降障害児児童発達支援等利用者負担額無償化補助金交付要綱第15条の規定により、次

のとおり請求します。 

１ 請求額          円 

２ 振込口座     金融機関             銀行・信用金庫・農協 

                             支店・支所 

             口座番号           普通・当座  №． 

口座名義


